
議第４９号

高山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例及び高

山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例につ

いて

高山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例及び高山市

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。

令和５年５月１１日提出

高山市長 田 中 明

提案理由

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴い改正しようとする。



高山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例及び高

山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

（高山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改

正）

第１条 高山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平

成２７年高山市条例第１５号）の一部を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針）

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に

掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各

号に定めるものに基づき、小学校就学前子ど

もの心身の状況等に応じて、特定教育・保育

の提供を適切に行わなければならない。

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に

掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各

号に定めるものに基づき、小学校就学前子ど

もの心身の状況等に応じて、特定教育・保育

の提供を適切に行わなければならない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

⑷ 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）

第３５条の規定に基づき保育所における保

育の内容について厚生労働大臣が定める指

針

⑷ 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）

第３５条の規定に基づき保育所における保

育の内容について内閣総理大臣が定める指

針

２ （略） ２ （略）

（利用定員） （利用定員）

第３７条 特定地域型保育事業（事業所内保育

事業を除く。）の利用定員（法第２９条第１

項の確認において定めるものに限る。以下こ

の章において同じ。）の数は、家庭的保育事

業にあっては１人以上５人以下、小規模保育

事業Ａ型（家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６

１号）第２８条に規定する小規模保育事業Ａ

型をいう。）及び小規模保育事業Ｂ型（同省

令第３１条に規定する小規模保育事業Ｂ型を

いう。）にあっては６人以上１９人以下、小

第３７条 特定地域型保育事業（事業所内保育

事業を除く。）の利用定員（法第２９条第１

項の確認において定めるものに限る。以下こ

の章において同じ。）の数は、家庭的保育事

業にあっては１人以上５人以下、小規模保育

事業Ａ型（家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６

１号）第２８条に規定する小規模保育事業Ａ

型をいう。）及び小規模保育事業Ｂ型（同令

第３１条に規定する小規模保育事業Ｂ型をい

う。）にあっては６人以上１９人以下、小規



規模保育事業Ｃ型（同省令第３３条に規定す

る小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４項に

おいて同じ。）にあっては６人以上１０人以

下、居宅訪問型保育事業にあっては１人とす

る。

模保育事業Ｃ型（同令第３３条に規定する小

規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４項におい

て同じ。）にあっては６人以上１０人以下、

居宅訪問型保育事業にあっては１人とする。

２ （略） ２ （略）

（特定地域型保育の取扱方針） （特定地域型保育の取扱方針）

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福祉

施設の設備及び運営に関する基準第３５条の

規定に基づき保育所における保育の内容につ

いて厚生労働大臣が定める指針に準じ、それ

ぞれの事業の特性に留意して、小学校就学前

子どもの心身の状況等に応じて、特定地域型

保育の提供を適切に行わなければならない。

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福祉

施設の設備及び運営に関する基準第３５条の

規定に基づき保育所における保育の内容につ

いて内閣総理大臣が定める指針に準じ、それ

ぞれの事業の特性に留意して、小学校就学前

子どもの心身の状況等に応じて、特定地域型

保育の提供を適切に行わなければならない。

（定員の遵守） （定員の遵守）

第４８条 特定地域型保育事業者は、利用定員

の定員を超えて特定地域型保育の提供を行っ

てはならない。ただし、年度中における特定

地域型保育に対する需要の増大への対応、法

第４６条第５項に規定する便宜の提供への対

応、児童福祉法第２４条第６項に規定する措

置への対応、災害、虐待その他のやむを得な

い事情がある場合は、この限りでない。

第４８条 特定地域型保育事業者は、利用定員

を超えて特定地域型保育の提供を行ってはな

らない。ただし、年度中における特定地域型

保育に対する需要の増大への対応、法第４６

条第５項に規定する便宜の提供への対応、児

童福祉法第２４条第６項に規定する措置への

対応、災害、虐待その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りでない。

（高山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第２条 高山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２７年高山市条

例第１６号）の一部を次のように改正する。

改 正 前 改 正 後

（保育の内容） （保育の内容）

第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚

生省令第６３号）第３５条に規定する厚生労

第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚

生省令第６３号）第３５条に規定する内閣総



働大臣が定める指針に準じ、家庭的保育事業

の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の

状況等に応じた保育を提供しなければならな

い。

理大臣が定める指針に準じ、家庭的保育事業

の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の

状況等に応じた保育を提供しなければならな

い。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


